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職 業 安 定 部

総 務 部
労 働 保 険 徴 収 室

雇 用 環 境・均 等 室

労 働 基 準 部

岡 山 労 働 局

労働基準監督署
(6署)

公共職業安定所
(13所)

女性の活躍推進、男女均等確保
育児・介護休業制度
パートタイム・有期雇用労働者の均等・均衡待遇の確保
ハラスメント,不当解雇等を含むあらゆる個別労働紛争の防止・解決

労働者の労働条件の確保・改善
最低賃金の履行確保
労働災害の防止と労働者の健康確保
労働災害の被災労働者に対する労災保険給付

仕事を探している方への職業紹介
労働者が失業した際の雇用保険の給付
障害者・高齢者等の配慮が必要な方に対する就職支援

再就職に必要な技能を身に付けるための公共職業訓練

仕事に就いている方のリスキリングの支援

雇用環境・均等行政

労働基準行政

職業安定行政

人材開発行政



違法な時間外労働の内訳

月80時間超
月100時間以内
32件（21.9％））

月100時間超
月150時間以内
45件（30.8％）

月150時間超
月200時間以内
8件（5.5％）

200時間超
1件（0.7％）

県内

令和5年4月から令和6年3月に269事業場に監督指導を実施
そのうち違法な時間外労働が認められた146事業場に対して、
是正勧告を実施

146件
(54.3%)



1. 労働条件通知書とは

いつからいつまで働くのか
（雇用期間）

どこでどのような
仕事をするのか

勤務時間、休憩時間

休日

給料はどのように
支払われるのか

退職・解雇の手続き

※赤文字は令和６年４月の改正部分

休暇
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割増賃金

・法定超の時間外に対しては25％以上
所定超、法定未満の時間外に対する割増率の定めなし

月60時間以上の部分の時間外に対しては50%以上

・法定超の休日に対しては35%以上
法定外休日は、法律上は時間外として取り扱われる

・深夜時間帯に対しては25％以上
深夜時間帯とは午後10時～午前5時のこと

時間外・休日の割増と重複して適用される

・通貨で、直接労働者に、全額を、毎月一回以上、定期に
法定控除（所得税等）のほかは労使協定が必要

2. 賃金の原則
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－最低賃金の仕組み－

・ 一定の地域ごとに適用されるもので、全国各地域について時間額により決定されている。

・ 比較に当たっては、１か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）、所定労働時間を超える労働や所定労働日以外の労働に

対して支払われる時間外・休日労働に係る残業代、深夜時間に対する割増賃金、精皆勤手当、通勤手当および家族手当は除外される。

岡山県最低賃金（時間額）は令和6年10月2日から
982円 に改正されています。

・ 一定の事業若しくは職業に適用されるもの (注1)で、地域別最低賃金を上回る時間額が決定されている。

・ 18歳未満の又は65歳以上の者、雇入れ後６か月未満の者であって、技能習得中のもの(注2)清掃又は片付けの業務に主として従事する

者には、地域別最低賃金が適用される。

注1： 岡山県では、以下 注2 の事業に加え「耐火物製造業」「産業用機械、玉軸受・ころ軸受等製造業」「電子部品・電気機械器具等製造業」「各種商品小売業 (※令和6年度は改正がなく、「地域別最低賃金（岡山県）」が上回るため、

現在は岡山県最低賃金が適用されます。)」が適用対象

注2： なお、「鉄鋼業」「自動車・同附属品製造業」「船舶製造・修理業、舶用機関製業」については、雇入れ後３ヶ月未満の者であって、技能習得中のもの

注3： 試の使用期間中の者、軽易な業務に従事する者（監視の業務に従事する者）、断続的労働に従事する者など

地域別最低賃金

特定最低賃金

3

減額特例許可制度

・ 精神又は身体の障害により著しく労働能力の低い者など (注3) 特定の労働者について、都道府県労働局長の許可を受けたときは、

最低賃金において定める金額から当該最低賃金額に労働能力その他の事情を考慮して厚生労働省令で定める率を乗じて得た額を

減額できる。
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休日労働
週に1日も休みがない/4週通じて4日休みがない労働

時間外労働
週40時間/1日8時間を超える労働

３. 労働基準法における時間外労働と休日労働の関係

※ 例外
• 従業員が10人未満の一部業種は週44時間
• 変形労働時間制、フレックスタイム制等を導入している職場

-----------------------------------------------------------------------------

時間外労働・休日労働に関する協定届 ( 通称 36「サブロク」協定届 )

過半数労働組合、(職場にない場合)過半数代表者と書面による協定をし、行政官庁に届け出た場合には、
協定の範囲内において、時間外労働・休日労働をさせることができるようになる。

ただし、1箇月100時間以上、2～６箇月平均で80時間を超えて労働させることはできない。
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－時間外労働・休日労働に関する協定届の仕組み－

有効期間と起算日の始期は一致しているか

過半数代表者は、管理監督者の者を選出していないか
かつ

選出方法が使用者の意向によるものとなっていないか

限度時間超えの回数が
６回以内となっているか

１箇月45時間
１年360時間以内 １箇月100時間未満

１年720時間以内

１箇月42時間
１年320時間以内
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（注） １ 資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（事業所規模３０人以上） ２ 年数値は、年平均月間値を１２倍し、小数点以下第１位を四捨五入したもの。

全国及び岡山県における常用労働者１人平均年間労働時間の推移全国及び岡山県における常用労働者１人平均年間労働時間の推移

令和2年以降の推移 （単位：時間）
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全国総労働時間 岡山県総労働時間 全国所定内労働時間 岡山県所定内労働時間

令
和
５
年

令
和
４
年

令
和
３
年

令
和
２
年

1,7261,718 1,709 1,685 全 国
総実労働時間

1,7321,728 1,735 1,732 岡山県
総実労働時間

1,5801,572 1,570 1,555 全 国
所定内労働時間

1,5941,586 1,600 1,602 岡山県
所定内労働時間
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４. 年次有給休暇制度

比例付与

計画的付与
過半数労働組合、(職場にない場合)過半数代表者と書面による協定により、5日を超える部分について、
時季を定めて与えることができる。

時間単位付与
過半数労働組合、(職場にない場合)過半数代表者と書面による協定により、5日以内の範囲で時間単位に
より与えることができる。

6.5以上5.54.53.52.51.50.5勤務
年数

20日18日16日14日12日11日10日付与
日数

通常付与

・週所定労働日数 5日以上

または

・週所定労働時間 30時間以上

6.5以上5.54.53.52.51.50.5年間所定
労働日数

週所定
労働日数

１５日１３日１２日１０日９日８日７日169~216日４日

１１日１０日９日８日６日６日５日121~168日３日

７日６日６日５日４日４日３日73~120日２日

３日３日３日２日２日２日１日48~72日１日

-----------------------------------------------------------------------------

-----------------------------------------------------------------------------
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資料出所：厚生労働省「就労条件総合調査」

（注）平成19年以前は、調査対象を「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」としており、

平成20年から「常用労働者が30人以上の民営企業」に範囲を拡大し、

平成27年から「常用労働者が30人以上の民営法人」に範囲を拡大した

調査年の1年前のデータを示しているため、調査年が令和6年であれば、最新のグラフデータは令和5年までとなる

年次有給休暇の計画的付与制度がある企業割合の推移年次有給休暇の計画的付与制度がある企業割合の推移
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労働基準法

・産前・産後休業
産前6週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する予定の女性 請求があれば就業禁止
産後8週間 経過しない女性 請求の有無を問わず就業禁止 （例外：産後6週間を経過後に本人の請求 かつ 医師が認めた場合）

男女雇用機会均等法

・不利益取扱いの禁止
女性が妊娠、出産、産前・産後休業等に関する事項を理由とする解雇その他不利益取扱いの禁止

育児・介護休業法

・育児休業制度
原則として１歳に満たない子の療育のため、申出により、育児休業をすることができる。

・不利益取扱いの禁止
育児休業の申出、育児休業をしたことを理由とする解雇その他の不利益取扱いの禁止

５．仕事と育児の両立支援

11

女性の労働者数の推移

1985年 261,032人
（雇用者全体に占める割合 37.8％）

2020年 351,256人
（雇用者全体に占める割合 46.9％）

35年間で９万人
約1.3倍の増加



雇用に関する優良認定企業一覧雇用に関する優良認定企業一覧

12

(医)王慈会(医)淳和会 長谷川紀念病院(生協)おかやまコープ
内山工業(株)(学)川崎学園(株)DNPイメージングコム
(株)システムズナカシマ(株)天満屋(株)山陽新聞社
(福)岡山博愛会(株)岡山髙島屋
(株)エイト日本技術開発(一財)倉敷成人病センターカバヤ食品(株)
三和技建(株)モトヤユナイテッド(株)(株)イデアス
ピープルソフトウェア(株)(株)NICS(福)愛誠会
(福)敬友会(有)ケア・ワンセロリー(株)
(株)丸五両備ホールディングス(株)共和機械(株) 
(株)トスコ(公財)操風会 岡山旭東病院

下津井電鉄(株)(株)キャン(株)岡山村田製作所

タカヤ（株）(福)明光会(国大)岡山大学
(株)システムエンタープラ
イズ(株)クラビズ(株)トマト銀行

アイサワ工業(株)(株)ジョンブル岡山医療(生協)
備商（株）倉敷木材(株)倉敷化工(株)

（医）自由会OEC(株)オーエヌ工業(株)
中村建設(株)(株)ハローズ(株)サンキョウ-エンビックス
協和ファインテック(株)(一財)共愛会(社医)清風會
(株)ダブルツリーセリオ(株)片山工業(株)

(株)天満屋ストア(株)両備システムズ

(株)シーズ(株)ストライプインターナ
ショナル

(株)ラーンズ
(株)グロップ(有)ハートサプライ
おかやま信用金庫(株)中国銀行
(株)ハジメクリエイト岡山スバル自動車(株)

令和7年5月末時点

くるみん認定企業

倉敷化工(株)(株)中国銀行(株)岡山髙島屋
(株)天満屋(生協)おかやまコープ(公財)操風会 岡山旭東病院

(一財)共愛会(株)トマト銀行

プラチナくるみん認定企業

森山建設(株）（株)システムズナカシマ(株)キャン

（福)津山福祉会（株)岡山医学検査センター(株)ストライプインターナショナ
ル

（株)コゼニピコシステム(株）(株)ラーンズ
（株)中国銀行備商(株）(株)天満屋
エヌイーシール(株）（株)勝山組(株)両備システムズ
PCらいふパソコン
レンタル サービス(株）（株)ハローズ(株)はるやまホールディングス

特定非営利活動法人
AMDA社会開発機構（株)荒木組(生協)おかやまコープ

（福)敬友会さくらグループ(株）(株)トスコ
（福)津山みのり学園（福)恭和会(株)エイト日本技術開発

(株)ニッカリ
梶岡建設(株)
(有)三備建設
田中機電工業(株)

（医)オーラルビューティー＆ヘル
スケア
(公財)岡山県環境保全事業団

（医）天和会 松田病院

(株)報国電設
(有)てんとう虫
旭電業(株)
(株)三幸工務店
(株)マツモトキヨシ中四国販売

えるぼし認定企業

くるみん認定とは、

「 次世代育成支援対策推進法に基づき、従業員の仕事と育児の両立に積極的な企業を、

一定の基準により子育てサポート企業として厚生労働省が認定するもの」

えるぼし認定とは、

「 女性活躍推進法に基づき、女性の活躍推進に関する取組状況等が優良 な企業を、

一定の基準により厚生労働省が認定するもの」



６. 仕事による負傷・疾病について －災害補償編－

災害補償

・労働基準法
業務上負傷し、又は疾病にかかった場合における使用者の療養補償、療養のため労働ができず賃金を受け得
ない労働者に対する休業補償、身体障害が残った場合の障害補償、死亡した場合の遺族補償及び葬祭料につ
いて規定がされている。

・労働者災害補償保険法
政府が管掌し、業務上（複数事業場での要因を含む）の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、
死亡に関して保険給付を行うと規定されている。

・免責
労働者災害保険法に基づいて災害補償に
相当する給付が行われるべきものである
場合には、使用者は労働基準法上の補償
の責を免れる。

＊ 療養の給付：労災病院や労災保険指定医療機関等で療養を受けた場合/費用の支給：労災保険非指定医療機関で療養を受けた場合

＊

＊

13



７. 仕事による負傷・疾病について －安全衛生編－

労働安全衛生法とは
職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境を形成

することを目的に労働災害の防止のために事業者が講ずべき最低基準を、刑罰

をもって規定し、事業者の責務としている。

＊

＊

・事業者が措置を講ずべき危険又は有害物等
事業者が講じなければならない措置の対象となる危険及び有害物などを規定

労働者安全衛生法第20条（機械設備等による危険）

労働者安全衛生法第22条（ガス等による健康障害）

・労働者への安全衛生教育
労働者の健康や安全を保持するため、安全衛生教育の実施を事業主に義務付け

・資格が無いと就けない業務の指定
クレーンの運転業務など一定の業務について、有資格者以外の就業を禁止

労働安全衛生法第59条（安全衛生教育）

労働安全衛生規則第35条（雇入れ時等の教育）

労働安全衛生規則第36条（特別教育）

労働者安全衛生法第61条（就業制限）

クレーン等安全規則第22条（免許）

クレーン等安全規則第68条（技能講習）

・労働者の健康保持
労働者の健康の保持増進のため、各種検査等の必要な措置の実施を事業者に義務付け

労働者安全衛生法第66条（健康診断）

労働者安全衛生規則第43条（雇入時の健康診断）

労働者安全衛生規則第44条（定期健康診断）

第1項、第２項

第３項

労働安全衛生法施行令第20条6号

労働安全衛生法施行令第20条7号

第1項

第1項

労働安全衛生規則第二編

有機溶剤中毒予防規則
特定化学物質障害予防規則

例えば

・概略については 「法律」 により規定

・一部のものについて 「政令」 で定義

・法律で規定された責務の具体的な方法等につ
いて 「省令」 で規定

14



・

労働災害による死亡者数、死傷者数の推移労働災害による死亡者数、死傷者数の推移

15



－機械のリスク低減原則－

危険区域 人の作業領域

本質安全の原則
危険源を除去すること又は人に危害を与えない程度にすること

・ 危険源の除去等 災害防止に一番効果が高いので最優先で採用すべき

・ 危険区域に入る必然性の低減 危険源があるが、人が危険区域に入る必然性をなくすことでリスク低減効果は大きい

危険源

人
重なる部分
危険状態危険源の除去等

危険源を消滅させる
又は

危害の程度を低減させる 危険区域に入る必然性の低下
危険区域と人の作業領域を離す

危険区域

危険源

人の作業領域
人重なる部分

危険状態

隔離と停止の原則
人と機械の危険源が接近・接触出来ないようにすること又は一般的に機械は止まっていれば危険でなくなること

・ 隔離の原則 人の作業領域と危険区域が「空間的に重なる」ことを防止することで、大きなリスク低減効果がある
・ 停止の原則 人の作業領域と危険区域が時間的・空間的に重なるところは、危険源を一時的に停止して「時間的に重なる」

のを防止する

停止の原則
危険源を不活性化

隔離の原則
危険区域に進入できない

機械の自動化・遠隔監視等

16



８. 解雇に関する手続き

解雇日1日前2日前3日前4日前5日前6日前7日前8日前9日前10日前解雇予告日

11日10日9日8日7日6日5日4日3日2日1日翌日起算

解雇の予告（労働基準法第20条）

・ 30日前の予告 または 30日分以上の平均賃金※の支払い

・予告日数は平均賃金の支払いに応じて短縮することができる。

30日に足りない分の手当が必要（30日-11日=19日分）

・使用者からの一方的な契約解除のことを 解雇 といい、使用者からの退職の働き

かけ（退職勧奨）に応じて退職した場合 や 有期労働契約で使用者が更新を拒否し

たことによる契約期間満了に伴なう雇用の終了(雇止め)とは異なる。

※  平均賃金 （労働基準法第12条）

算定すべき事由の発生した日以前３か月間に支払われた賃金総額をその期間の総日数で除した金額をいう。
（直近給与締日から遡った３か月分の給与総支給額÷３か月間の暦日数=１日分の平均賃金額） 17 



労働相談件数の推移

出典：厚生労働省「個別労働紛争解決制度の施行状況」（令和元年度～令和5年度）
注 ：全国の相談件数は、都道府県労働局、労働基準監督署、駅近隣の建物など379か所（R6.4.1現在）

に設けられた総合労働相談コーナーで対応した件数が計上されている。

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0.35

0.4

0.45

0.5

0.55

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

相
談
件
数
（
万
件
）

県内

民事上の個別労働紛争相談件数（左軸） 総合労働相談件数(右軸)

110

120

130

25

26

27

28

29

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

相
談
件
数
（
万
件
）

全国

民事上の個別労働関係紛争（左軸） 総合労働相談(右軸)

例えば令和5年度の内訳は・・

内訳延べ数
6,130件

いじめ・
嫌がらせ
1,771件
(28.9%)

自己都合退職
867件(14.1%)

労働条件引下げ
609件(9.1%)

解雇
592件(9.7%)

退職勧奨
474件(7.7%)

例えば令和5年度の内訳は・・

内訳延べ数
314,049件

いじめ・
嫌がらせ
60,125件
(19.1%)

自己都合退職
42,472件(13.5%)

解雇
32,944件(10.5%)

労働条件の引き下げ
30,234件(9.6%)

退職勧奨
25,234件
(8.0%)

その他
1,817件
(29.6%)

その他
123,040件
(39.2%)

※ グラフにおける( )内は、内約延べ数に占める割合で四捨五入により端数処理を
しているため、割合の合計が100%にはならないことがあります。

労働相談件数の推移労働相談件数の推移
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９. 個別労働紛争解決制度の枠組み

労働者

総合労働相談コーナー
( 個 別 労 働 関 紛 争 の 解 決 の 促 進 に 関 す る 法 律 第 3 条 ）

事業主紛争

労働局長による助言および指導
( 個 別 労 働 関 紛 争 の 解 決 の 促 進 に 関 す る 法 律 第 4 条 )

活 用 事 例 一方的な配置転換

申 出 人 は A と い う 店 舗 で 勤 務 す る 条 件 で 入 社 し た が B
店 舗 へ の 配 置 転 換 が 通 告 さ れ た 。 一 方 的 措 置 で 納 得 で
き な い と し て A で 勤 務 で き る よ う 措 置 の 撤 回 を 求 め て
助 言 ・ 指 導 の 申 し 出 を 行 っ た 。

労 働 局 長 の 助 言 に よ り 、 事 業 主 に 対 し 、 採 用 時 に 勤 務
地 を 限 定 す る 合 意 が 成 立 し て い た と し て 配 置 転 換 を 無
効 と し た 裁 判 例 な ど を 説 明 し 、 話 し 合 い を 促 し た 結 果 、
紛 争 当 事 者 間 の 話 し 合 い が も た れ 、 申 出 人 に 対 す る 配
置 転 換 命 令 が 撤 回 さ れ 、 引 き 続 き 店 舗 A で 勤 務 と な っ
た 。

紛争調整委員会によるあっせん
( 個 別 労 働 関 紛 争 の 解 決 の 促 進 に 関 す る 法 律 第 5 条 ）

活 用 事 例 退職金額の相違

事 業 主 は 、 労 働 者 A の 退 職 に 際 し 、 退 職 金 制 度 が な い の
で 、 口 頭 で 退 職 金 の 支 払 い を 約 束 し 、 支 払 額 の 交 渉 を
行 っ た 。 事 業 主 と A が 望 む 金 額 の 隔 た り が 大 き く 、 度
重 な る 交 渉 で 感 情 的 な 対 立 も 激 し く な り 、 当 事 者 同 士
の 話 し 合 い が 不 可 能 と な っ た た め 、 事 業 主 と A が そ れ ぞ
れ あ っ せ ん 申 請 を 行 っ た 。

あ っ せ ん の 結 果 、 A に ○ ○ 万 円 を 支 払 う こ と で 合 意 が 成
立 し た 。

連携 岡 山 県
裁 判 所

法 テ ラ ス 等
取次労 基 署

安 定 所

申請
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－紛争調整委員会によるあっせんの仕組み－

労 働 者 紛争

取次
申請

労 働 局 長 が 紛 争 調 整 委 員 会
へ あ っ せ ん を 委 任

労 働 者
事 業 主

開始通知

あっせん参加・不参加の意思を確認

10日程度

参加

期日の決定・あっせんの実施

あっせん委員が
・紛争当事者双方の主張の確認
・紛争当事者間の調整、話し合いの促進
・紛争当事者双方が求めた場合には、あっせん案の提示
などを行う

委 員申 請 人 会 社 担 当 者

合意に

至らず

双方があっせん案を

受諾

その他の合意の

成立

紛争の迅速な解決 打ち切り
(ほかの機関の紹介等)

不参加

２週間
～

４週間
程度

対象となる紛争

対象とならない紛争

・解雇、雇止め、配置転換・出向、昇進・昇格、労働条件の不利益変更などの労働条件に関する紛争

・いじめ・嫌がらせなどの職場環境に関する紛争

・会社分割による労働契約の承継、同業他社への就業禁止などの労働契約に関する紛争

・その他、退職に伴う研修費用の返還、営業車など会社所有物の破損についての損害賠償をめぐる紛争

などなど

・労働組合と事業主の間の紛争や労働者と労働者の間の紛争

・募集・採用に関する紛争

・裁判で係争中である、または確定判決が出ているなど、他の制度で取り扱われている紛争

・労働組合と事業主との間で問題として取り上げられており、両者の間で自主的な解決を図るべく話し合い

が進められている紛争 などなど
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就活ハラスメント 男女雇用機会
均等法
第13条

現時点で指針未策定

10. 職場におけるハラスメントについて

優越的な関係を背景とした言動であって
業務上必要

かつ
相当な範囲を超えたものにより
労働者の就業環境が害されること

妊娠・出産したこと、育児休業等の利用に関する言動により

妊娠・出産した女性労働者
または

育児休業等を申出・取得した男女労働者の就業環境が害されること

労働施策総合
推進法パワーハラスメント 第30条の2 ⇒ 第31条

男女雇用機会
均等法セクシュアルハラスメント 第11条

育児・介護
休業法

男女雇用機会
均等法妊娠・出産・育児休業

等に関するハラスメント 第11条の3 ⇒ 第15条 第25条

事業主が職場における性的な言動に
起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針

求職者等による
求職活動等に
おいて行われる

性的な言動により

求職活動が阻害さ
れること

事業主が講ずべき措置

事業主が行うこと
が望まれる取組

事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
① ハラスメントの内容を周知し、行ってはならない

旨の方針を明確にする
② 行為者への厳正な対処方針を明確にし、内容を

周知する
③ 否定的な言動がハラスメントの発生原因や背景

となることを啓発し、制度が利用可能であることを
周知する（注

（注 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントのみの項目

相談（苦情）に応じ、適切に対応する
ために 必要な体制の整備

① 相談窓口を設置し、その周知をする
② 相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に

対応できるようにする

職場におけるハラスメントへの
事後の迅速かつ適切な対応

① 事実関係を迅速かつ正確に確認する
② 事実確認ができた場合、速やかに被害者に対する

配慮措置を適正に実施する
③ 事実確認ができた場合、行為者に対する措置を適正

に実施する
④ 再発防止措置を実施する

上記と併せて講ずべき措置
① 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために

必要な措置を講じ、その内容を周知する
② 不利益取り扱いをしないことを定め、労働者に対し、

周知啓発をする

ハラスメントの原因や背景となる要因を
解消するための措置

業務体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者、
その他の労働者の実情に応じて必要な措置を実施する

① ハラスメントを
行ってはならない
旨の方針を明確に
する際に就職活動
中の学生等に対す
るハラスメントに
ついても同様の
方針を示すこと

② 就職活動中や
インターンシップ
の学生等からハラスメント
に類すると考えられる相談
があった場合に、
その内容を踏まえて必要
に応じて適切な対応を行う
よう努めること

事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に
起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針

子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活
と家庭生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置
等に関する指針

(注

21

赤字は、R7.6.4成立の改正法案による変更箇所

事業主が職場における妊娠、出産等に関する言動に
起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針

意に反する性的な言動に対する対応により

労働条件について不利益を受ける
または

就業環境が害されること

顧客、取引の相手方、施設の利用者その他
事業に関係する者の言動であって

業務の性質その他の事情に照らして社会
通念上許容される範囲を超えたものにより

労働者の就業環境が害されること

カスタマ―ハラスメント 労働施策総合
推進法

現時点で指針未策定 第33条



－典型的なパワーハラスメント事例－
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11. 紛争解決援助制度の枠組み

労働者

岡山労働局雇用・環境均等室

事業主紛争

労働局長による紛争解決の援助
均 等 法 第 1 7 条 / 育 介 法 第 5 2 条 の 4

パ 有 法 第 2 4 条 / 労 推 法 第 3 0 条 の 5

活 用 事 例 育休復帰時の職種変更
営 業 職 （ 総 合 職 ） で 採 用 さ れ た 労 働 者 が 、 育 児 休 業 か
ら の 復 帰 に あ た り 、 事 務 職 （ 一 般 職 ） で の 復 帰 し か 認
め な い と い う 会 社 に 対 し 、 休 業 前 の 営 業 職 で の 復 帰 を
求 め る 援 助 の 申 立 て を 行 っ た 。

育 児 休 業 を 取 得 し た 申 立 者 の み に 、 事 務 職 の 転 換 を 勧
め る こ と は 、 育 児 休 業 を 取 得 し た こ と を 理 由 と す る 不
利 益 取 扱 い に あ た る 可 能 性 が あ る こ と か ら 、 営 業 職 と
し て 復 帰 さ せ る よ う 指 導 し た 結 果 、 休 業 前 の 職 場 に 営
業 職 と し て 復 帰 で き る こ と と な っ た 。

調停
均 等 法 第 1 8 条 / 育 介 法 第 5 2 条 の 5

パ 有 法 第 2 5 条 / 労 推 法 第 3 0 条 の 6

活 用 事 例 パワハラによる退職
上 司 か ら 同 僚 の 前 で 大 声 で 繰 り 返 し 叱 責 さ れ る 日 々 に
耐 え ら れ な く な り 、 会 社 の 相 談 窓 口 に 相 談 し た と こ ろ 、
上 司 か ら の 叱 責 が さ ら に 激 し く な り 、 精 神 的 に 就 業 継
続 が 困 難 と な り 辞 め ざ る を 得 な く な っ た た め 、 会 社 に
対 し 慰 謝 料 を 求 め る 調 停 申 請 を 行 っ た 。

調 停 委 員 は 、 今 回 の 紛 争 の 生 じ た 原 因 に 会 社 の 対 応 不
足 が あ っ た こ と を 指 摘 し 、 紛 争 解 決 を 図 る た め 、 申 請
人 に 対 す る 慰 謝 料 の 支 払 い と 意 識 啓 発 な ど の 再 発 防 止
対 策 を 含 め 、 法 に 沿 っ た パ ワ ハ ラ 対 策 を 講 ず べ き と す
る 調 停 案 を 作 成 し 、 受 諾 を 勧 告 し た と こ ろ 、 双 方 が 受
諾 し た 。
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緑字は、R7.6.4成立の改正法案による変更箇所

⇒ 均 等 法 第 2 3 条

⇒ 労 推 法 第 3 6 条

⇒ 均 等 法 第 2 4 条

⇒ 労 推 法 第 3 7 条


